
今、最もコスパが高い！
業務改革のご案内

なぜ年末調整業務のデジタル化はなぜコストパフォーマンスが高いの？

年間で1名あたりの
コストは500円

どんな企業でも
8割以上の削減効果

理由１

最短1週間で
導入できる

理由２ 理由３

⚫ インストール不要
⚫ 操作説明動画やガイド付き
⚫ 既存データの受入可能

奉行なら、年末調整業務のデジタル化に失敗しない！

年末調整業務の流れは企業共通で、同じ
書式の申告書を使うため、どんな企業でも8
割以上の削減効果が出ます。

年末調整申告書クラウドはクラウドで環境構
築がいらず、説明動画やガイドがあるため、す
ぐに利用し始めることができます。

年末調整申告書クラウドは従業員1名あたり
年間500円で利用ができ、奉行シリーズとの
連携でもっとお得になります。

１

従業員、担当者が行う15個すべての業務のデジタル化を実現します。

8,000社の導入実績から培った10の運用方法を標準提供します。

① マニュアルの作成
② 申告書の印刷・仕分け・配付
③ 従業員への連絡
④ 配付状況のチェック
⑤ 扶養控除等異動申告書の提出

⑥ 基・配・所控除申告書の提出
⑦ 保険料控除申告書の提出
⑧ 住宅借入金等特別控除申告書の提出
⑨ 各証明書の提出
⑩ 提出状況のチェック

⑪ 申告書の確認
⑫ 申告書の修正
⑬ 確認状況のチェック
⑭ 給与システムへの入力
⑮ 年末調整申告書の保管

① 従業員がITに不慣れ
② 従業員のメールアドレスがわからない
③ 社員データを活用したい
④ 前年の控除申告データを活用したい
⑤ 雇用形態ごとに通知内容が変わる

⑥ 専用のマニュアルを作成し配付している
⑦ 証明書類原本の回収に時間がかかる
⑧ 身上異動届の提出が必要
⑨ 団体保険に加入している
⑩ 複数の担当者で業務を分担している

政府は、「マイナポータル」を使った仕組みで、従業員から企業、企業から国税庁、市区町村へワンストップでデジタ
ル化できるように進めています。控除証明書原本の提出が不要になるため、完全ペーパーレス化も実現できます。

従業員・担当者が行うすべての業務プロセスをデジタル化

自社に合った運用を実現

政府が推進するデジタル化の仕組みを構築できる

２

３

※100名で300名分の年末調整を対応する場合（OBC調べ）

21時間

8割削減



従業員の入力・提出では前年の申告内容が自動表示されるため、必要最低限の入力で申告が完了します。
申告書の確認だけでなく提出状況のチェックもアシストするため、確実にすべての業務をデジタル化できます。

▼保険料控除申告書

▼控除証明書提出状況

▼申告書提出状況

ITに不慣れな従業員がいる場合や従業員のメールアドレスを把握していない場合など、企業ごとに異なる従業員や業務
の状況に応じた10の運用方法を用意しています。

マイナポータルとの連携で、控除証明書等の電子データを一括で取り込み、控除証明書等データの内容を自動入力する
ことができます。控除証明書等の原本回収が不要になり、従業員からの紙の提出をすべてペーパーレス化できます。

１ 従業員・担当者が行うすべての業務プロセスをデジタル化

自社に合った運用を実現２

政府が推進するデジタル化の仕組みを構築できる３

無料配布中！

「年末調整業務のデジタル化のススメ」で
デジタル化の進め方がすべてわかります！

ダウンロードはコチラから


